
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
秋田県 湯沢市秋田県 湯沢市秋田県 湯沢市秋田県 湯沢市
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標準 財政 規模
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歳 出 総 額
実 質 収 支
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790.72
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24,564,835

442,888

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.36][0.36][0.36][0.36]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

43/4743/4743/4743/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.560.560.560.56
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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0.360.360.360.360.350.350.350.350.340.340.340.340.330.330.330.33

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [94.8%][94.8%][94.8%][94.8%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

40/4740/4740/4740/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[128128128128,,,,977977977977円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

29/4729/4729/4729/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

114,142114,142114,142114,142
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [92.2][92.2][92.2][92.2]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
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全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[9999....65656565人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

32/4732/4732/4732/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.467.467.467.46
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [17.5%][17.5%][17.5%][17.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

34/4734/4734/4734/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.811.811.811.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [163.1%][163.1%][163.1%][163.1%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

37/4737/4737/4737/47
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

100.9100.9100.9100.9
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

湯沢市湯沢市湯沢市湯沢市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力指数】
　前年度と同じ0.36で、類似団体の中では47団体中43位と低位になっている。人口の減少や全国平均を上回る高
齢化率（20年度末31.1%）に加え、不安定な雇用環境と基幹産業である農林業や、製造業・建設業の沈滞もあって財
政基盤が弱い。この厳しい財政状況のなか、住民サービスの維持・向上、行政課題の解決に向けたまちづくりを推
進していくためには、18年度から取り組んでいる『湯沢市行財政改革推進プログラム』により、徹底した事務事業の
見直しや行財政運営の効率化等を推進し、財政基盤の強化を図っていかなければならない。

【経常収支比率】
　前年度より3.7ポイント減少したが、類似団体中40位の94.8％と高水準である。歳入は、普通交付税(地方再生対
策費等)の増により増加となった。一方、歳出は、職員数の削減による人件費の減、除雪費の減による物件費の
減、広域市町村圏組合負担金の減による補助費の減などで減少しているものの、生活保護費の増による扶助費の
増や、危険校舎の改築、合併後のまちづくり事業などの建設事業、地域振興基金造成などに係る地方債償還金な
ど公債費が増となっており、比率が高止まりしている主要因となっている。職員数は『定員適正化計画』を上回る
ペースで削減を進めているが、公債費や扶助費、特別会計繰出金が今後数年は増加の見通しとなっており、歳入
面においても地方交付税等の一般財源確保が不透明なことから、指標の大幅な改善は期待できないが、建設事業
の抑制により地方債残高を確実に減らすなど経費の縮減や財源の確保を通じて指標の改善を図っていく。対応策

としては前述の【財政力指数】と同様。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　前年度より8,876円減少し、128,977円で類似団体中29位となっている。職員数の削減による人件費の減と、暖冬
による除雪経費の減が主な要因となっている。今後の対応策としては前述の【財政力指数】と同様。

【ラスパイレス指数】
　前年度より0.5ポイント増加し、92.2で類似団体中４位となっている。類似団体平均からは4.8ポイント、全国市平均
からは6.2ポイント下回っている。今後も民間との均衡を考慮し、市民の理解が得られるような制度や水準を維持し
ていく。

【将来負担比率】
　前年度より12.3ポイント減少したが、163.1％で類似団体中37位となっている。繰上償還による地方債残高の減、
広域市町村圏組合の地方債残高の減による一部事務組合負担見込額の減、職員数の減による退職手当負担見
込額の減少によるもの。今後は、公営企業債繰入金の増が見込まれることから、比率が増加しないように事業の取
捨選択をするとともに、起債の新規発行額を抑制し、財政の健全化を図っていく。

【実質公債費比率】
　前年度と同じ17.5％で、類似団体中34位となっている。今後は、臨時財政対策債や合併特例債の償還額増や、簡
易水道・下水道事業の償還額増が見込まれるが、それぞれ交付税算入額も増加が見込まれる。しかし、比率の分
母となる標準財政規模が、時限的な措置の減少や人口減に伴う需要額の減少などによって減少する見込みとなっ
ているため、指標の増加が予想される。よって、起債の新規発行抑制に努め、元利償還金への交付税算入割合の
高い起債を利用するとともに、上下水道関係の受益者負担の見直しを進めることによって水準を抑えていく。

【人口1,000人当たり職員数】
　前年度より0.49人減少したが、9.65人で類似団体中32位となっている。計画を上回るペースで削減しているが、人
口の減により指標の大幅な改善には至っていない。定員管理計画により、基本的に退職者の補充は３分の１とし、
21年度まで約10％の削減を目指している。今後も行政サービスを維持しつつ、組織のスリム化、事務事業の見直し
を図り、適切な定員管理に努める。


